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質 疑 応 答（分類別） 

 分 類 質 問 回 答 

１ 
提出すべき書類に

ついて 

個別避難計画の作成・提出に伴い、

指定の様式以外に作成して市に提出

が必要な資料はありますか?面談を行

った際の記録のようなものなど。 

市に提出が必要な書類は以下の 4 点です。 

① 同意書 、② 個別避難計画の様式 、③ 業務完了報告書 、④ 請求書 

面談議事録など、事業所が独自に作成・保管する資料は市への提出は不要です。 

２ 
入力フォームの利

用方法 

QR コード入力フォームの具体的な利

用方法を教えてください。 

QR コードを読み取るか、指定の URL からアクセスします。 

次の順で作成を行います。 

・ ハザードマップや指定緊急避難場所などのリンクも参照できます。 

・ 個別避難計画の紙様式左上に記載されている認証番号を入力します。 

・ 計画作成にあたっての確認画面（入院・入所の有無、計画作成・情報活用への同意など）

が表示されます。 

・ 具体的な計画内容（氏名、生年月日、連絡先、要介護認定、避難の流れ、持ち物、自宅

の災害危険、避難先、避難経路、留意点、支援者情報など）を入力します。必須項目は必

ず入力してください。 

・ 入力できない項目がある場合は、その理由を最後に記載することができます。 

・ 入力後、確認画面が表示され、問題なければ送信します。 

・ 送信後、入力画面を印刷できます。市は提出された情報を Excel 形式に変換し、事業者に

返送します。 

・ この QR コード入力フォームは公開されており、誰でもアクセスして試すことができます（送信しな

ければ問題ありません）。 

 

※入力フォームの操作マニュアルは別途作成する予定です。 
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３ 未記載時の対応 

支援者が見つからない、避難経路が決

められないなど、一部空欄があっても計

画を提出してよいですか? 

空欄があっても提出して構いません。ただし、対象者等と原則 3 回の協議を行い、空欄の理由

（例:同居人が高齢、地域とのつながりがないなど）を「その他の特記事項」に記載してください。

市や本人にとって、途中の情報（計画）でも意味があるものと考えています。 

４ 未記載時の対応 

頑張って計画を作成した事業所と、そ

う で な い 事 業 所 で 報 酬 が 同 じ

（7,000 円）なのは不公平ではない

ですか? 

福祉専門職が専門的知識を活用し、本人や家族と相談しながら避難行動を検討・把握するため

に作成するものなので、記載できない内容があったとしても、それは、検討した結果、記載できなかっ

たことが判明したものであり、作成作業はいったん完了したものとして考えます。一部空欄があったとし

ても、その課題も含め、災害時に活用できる情報があるというだけでも重要なことだと考えています。 

５ 計画の作成方法 
個別避難計画は、ご家族と相談員だ

けで作成しても良いですか? 

ご家族と相談員だけで作成し当事者同士で作成が可能であればそれが計画となります。ただし、計

画に避難支援者（近所の方等）の名前を記載する場合は、本人の同意を得る必要があります。 

６ 計画の作成方法 

基幹相談支援センターの職員が、対

象者の自宅を訪問する以外に、センタ

ーに来てもらって一緒に計画を作成す

ることは可能ですか?自宅訪問は必須

ですか? 

市としては、対象者の自宅訪問を必須とは定めていません。 

作成者と対象者で都合の良い場所で作成して問題ありません。ただし、自宅を出られない方もいる

ことや、自宅周辺の環境・状況を把握して作成は行うことが重要であるため、可能な場合は訪問し

て作成支援を行うことが望ましいです。 

７ 民生委員に関して 

独居者などで近隣との関係が薄い場

合、民生委員の協力が必要になります

が、民生委員への説明や協力要請は

行われていますか? 

区⾧連絡協議会や民生委員には、今年度からの新たな取り組みとして事前に説明し、協力をお願

いしています。 

今後も理解と協力は得られるよう定期的に説明を行っていく予定です。 

８ 民生委員に関して 

居宅介護支援事業所が民生委員の

連絡先を知らない場合、包括支援セ

ンターに確認することになりますか? 

市から施設ごとの対象者リストと計画書をお渡しする時点で、対象者がどの民生委員か分かるように

情報を提供します。ただし、民生委員の入れ替え時期のため、情報が古い可能性もありますので、

本人や関係者へ確認いただきますようお願いします。 

９ 民生委員に関して 
災害時に民生委員が直接避難支援

をしてくれるのでしょうか? 

民生委員は平常時の状況把握の役割はありますが、災害時に直接避難支援を行うのは難しいと

考えられます。負担が大きいため、ケースによってはありえますが、その役割は分けて考えるべきです。 
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10 作成対象者 

避難行動要支援者名簿（約 2350

人）の情報は、計画策定の際にすべ

て提供されるのですか? 

名簿は、各事業者（居宅介護支援事業所、相談支援事業所、訪問看護事業所など）が関わっ

ている利用者リストとして、フィルタリングされた状態で提供されます。つまり、その事業所が関わる対

象者の情報のみが提供されます。基幹相談支援センターや包括支援センターには、居宅や相談支

援事業所に関わっていない対象者のリストが依頼されます。 

11 作成対象者 

個別避難計画作成の対象者はどのよ

うに選定され、事業所にはどのように依

頼されますか? 

今年度は、市から文書を送付し、作成支援を希望し、かつ平常時の情報提供に同意している在宅

の 162 名が対象となっています。法律や同意プロセスにより対象者数が絞られる現状です。 

市からも文書を送付していますが、事業所の方からも、対象となる可能性のある利用者に対し、計

画作成の必要性を伝え、同意を促すなどのアプローチを期待しています。 個人情報保護のため、

対象者の名簿は契約締結後でなければ提供できません。ただし、事業所から特定の利用者につい

て、対象名簿に含まれるか否か個別に問い合わせることは可能です。複数の事業所が関わる対象

者の場合、どちらが作成するかは事業所間で協議して決定します。 

12 作成対象者 

名簿に載っていない方でも、相談を希

望すれば計画作成は可能ですか?

（例:同世帯で名簿対象外の人が

作成を希望する場合） 

基本的に今回の委託対象は名簿に載っている方のみです。ただし、名簿の登載要件には「その他、

市⾧が特に必要と認める場合」という例外規定があります。その場合、まず総合福祉課に相談し、

その方を避難行動要支援者名簿に載せるかどうかの判断が必要となります。現時点での委託対象

からは外れる可能性が高いです。 

13 作成対象者 

現在、個別避難計画の作成対象は

162 名とされていますが、郵送での返

信がない独居高齢者など、まだ計画作

成に至っていない要支援者も多くいま

す。これらの未作成者についても、途中

から計画作成の対象に追加することは

可能でしょうか? 

今年度の優先ターゲットは 162 名ですが、未回答の要支援者も多数存在します。 

各事業所が利用している要支援者で、個別避難計画が必要と判断される方がいれば、事前に市

に電話等で確認・相談の上、リストに追加して計画作成を進めることは可能です。 

ただし、既に作成済みの場合、委託料の支払い対象外となる可能性があるため、事前の確認が重

要です。市としては、柔軟に対応し、より多くの計画作成を目指したいと考えています。 
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14 作成対象者 

高齢の親族と障害のある息子など、複

数の要支援者がいる場合、それぞれ個

別の避難計画を立てるのですか? 

それぞれ個別の計画を作成します。ただし、避難行動要支援者名簿の要件に合致しているかどうか

が対象となりますので、不明な場合は市に相談して判断を仰いでください。 

15 避難先 

「自宅にいます」と答える人が多いので

すが、その状態をそのまま書き込めばよ

いですか? 

災害の種別によっては自宅に留まっても危険がない場合は問題ありません。しかし、リスクがあるにも

関わらず自宅に留まろうとする場合は、防災意識を高めるなどの説明に努めていただき、避難行動

についてその方法を模索していただくことになります。それでも拒否される場合は、最終的に「その他の

特記事項」にその状況を記載してください。 

16 避難先 

肢体不自由で独居の方が「避難しな

い」という選択をした場合、計画作成は

可能ですか?（自宅での垂直避難

や、避難しない選択を計画として記載

できるか） 

避難場所は市指定の場所だけでなく、知人宅、親戚宅、ショートステイ先なども検討可能です。災

害の種類によっても避難方法は異なります。最終的に本人がリスクを承知の上で「避難しない」とい

う意思表示をするのであれば、それが現時点での計画となります。その場合、計画書にその理由を

記載することで、市が情報を把握できます。市としても、そうした情報を把握することは重要であると

考えています。 

17 避難支援者 

個別避難計画の作成を希望する 162

名の中には、自身で計画作成や避難

支援者を見つけることが難しい方がいま

す。家族や頼れる人がいない場合、行

政や福祉専門職が避難支援者への協

力を依頼するアプローチを行うのでしょう

か? 特に、支援者が見つからない場

合の対応はどうなりますか? 

地域による助け合いという共助の精神が重要であるため、本人や家族自らが候補者を探すことが基

本だと考えています。 

福祉専門職は、その支援者探しや計画作成のプロセスにおいて、フォローやサポートを行います。 

検討した結果、どうしても避難支援者が見つからない場合は、その旨を計画書に記載して提出して

も構いません。行政側も、その情報を課題として把握し、今後の対策検討に役立てます。 

18 調整会議 
資料に「原則３回協議」とありますが、

これは調整会議のことですか? 

「原則３回協議」は本人・家族との面談を指します。地域調整会議は、消防団、区⾧、民生委員

などあらゆる関係者が集まるもので、別物です。本人・家族との面談は必須と考えてください。 
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19 市の考え方 

計画作成の旗振り役が危機管理部に

移ったとのことですが、市の取り組みは

本気なのでしょうか?（金額目的では

ないが、モチベーションに関わる） 

これまでは健康福祉部が中心でしたが、計画作成が進んでいない現状があるため、今年度新設さ

れた危機管理部に作成主体が移りました。これは市として「個別避難計画を推進していかなければ

ならない」という強い意思の表れです。現状を打開するため、今回の取り組みを進めています。もちろ

ん、健康福祉部との連携も図っていきます。 

20 計画の保管・管理 

作成された個別避難計画はどこで保

管・管理されますか?また、誰と共有さ

れますか? 

市、本人、作成事業所で保管されます。また、ご家族や避難支援者など、関係者全員で同じ情報

を共有することが重要です。大規模災害時には、法律に基づき、同意の有無にかかわらず全ての関

係機関（警察など）に情報が共有されることがあります。 

21 計画の様式 

個別避難計画に顔写真を添付できる

と活用の際に役に立つと思うのですが、

添付の必要はありますか? 

標準様式には顔写真の項目はありませんが、計画として必要と判断される場合は、追加資料として

顔写真を添付しても構いません。市への提出が必須ではありませんが、本人や関係者が共有する

情報として有効です。 

22 計画の様式 

計画様式の改善として、支援者情報

の枠の拡大、同意確認の注意書きの

明確化、医療的ケア児の項目の追加

は可能ですか? 

可能な部分については取り組んでいきます。時間がかかるものに関しても、貴重なご意見として受け

止め、検討していきます。 

23 計画の活用 
実際に避難所で名簿の確認をした事

例はありますか? 
まだありません。計画作成が進んでいないこともあり、活用まで至っていません。 

24 計画の活用 

避難計画を立てた際、「助けてもらえる

と思っていた」と家族から批判された事

例があるため、市民向けに「まずは自分

でできることを」という啓発は必要ではな

いですか?また、支援者になってくれる

人への説明も必要では? 

そのような市民への啓発や支援者への説明は、今後の取り組みとして検討していきたいと考えていま

す。 
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25 計画の活用 

実際に災害が発生した際、この個別避

難計画はどのようなタイミングで、どのよ

うなオペレーションで機能するのでしょう

か? 誰が、どこに、どのような情報を流

す想定ですか? 

個別避難計画書には「いつ、どこへ、誰と一緒に逃げるか」が記載されており、作成後は本人と避難

支援者で共有します。災害時はこの計画に基づき、本人と支援者が自助・共助の範囲で行動しま

す。 

計画の主な意義は、自分たちの行動をあらかじめ決めて関係者と共有しておくことです。 

大規模災害などで家屋が損壊し、要支援者の捜索が必要になった場合などには、行政がこの計画

情報を警察、消防、自衛隊などに提供し、捜索活動に役立てることも想定されています。 

26 計画の修正 

介護度や車椅子の変更など、軽微な

修正の場合、QR コードから全て再入

力が必要ですか? 

軽微な修正の場合、まず市に連絡してください。提出方法は初回と同じく、紙での提出、または QR

コードからの送信のいずれも可能です。介護度の変更のみなど軽微な場合は、電話でも受け付けま

す。市が控えを修正し、事業所は副本を書き換え、関係者と共有する形で対応可能です。 

27 計画の修正 

QR コードで作成した計画を更新する

際、変更箇所のみの入力で済みます

か?それとも最初から全て入力し直す

必要がありますか? 

現状では、QR コードからの更新は全て入力し直す必要があります。そのため手間が増える可能性が

あります。ただし、市側で QR コードから提出された情報を Excel 形式に変換して事業者に送付す

るため、事業所には紙ベースの計画書が手元にある状態になります。このため、電話での変更連絡

や、手書きで修正箇所を記載して提出することも可能です。 なお、フォームから簡単に修正できる

機能については、今後検討していく予定です。 

28 計画の修正 

計画の修正が必要な場合以外に、定

期的な見直しや確認の期間は設定さ

れていますか? 

市としては現時点で明確な期間は定めていませんが、数年おきに文書を送付して変更の有無を確

認を促す予定です。対象者と接する機会が多い福祉事業者からの自発的な報告・修正を重視し

ています。福祉事業所には、要配慮者利用施設の避難確保計画と同様に、個別避難計画も作

成後、少なくとも年に一度は状態確認を兼ねて見直し、必要に応じて更新を検討するようお願いし

ています。地区の防災訓練への参加を促すことも、見直しのタイミングとして有効です。 

29 計画の修正 

対象者の状態変化など、計画の更新

が必要かどうかの判断に悩む場合、どこ

に相談すればよいですか? 

市に相談してください。市も初めての取り組みであるため、事業者の意見も参考にしながら臨機応変

に対応していく方針です。 
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30 計画の修正 

対象者のリストで、事業者が閉鎖した

り、拠点を移したりした場合、その後の

フォロー対応はどのように行われます

か? 

介護保険課や障がい福祉課からの情報に基づいて、対象者がどの事業者を利用しているか把握で

きますが、事業者が閉鎖や変更になった場合は、情報提供をいただけると助かります。計画作成途

中で居宅介護事業所が変更になった場合、完成・提出されたものに対して委託料が支払われるた

め、その時点で市に相談してください。 

31 計画の修正 

事業者で計画作成を完了した後、居

宅介護事業所が変わった場合、市は

それを把握できますか? 

市は介護保険課や障がい福祉課から情報を得ることで把握できます。 

32 計画の修正 

対象者の状態が変わり、計画の作り直

しが必要になった場合、誰が対応しま

すか? 

計画更新の仕組みは今後さらに検討していきますが、事業所が作成支援を行った方については事

業所に対応していただくことで考えています。 

33 計画の修正 

住所変更や要介護認定の更新などに

より、心身状況や災害リスクが大きく変

わった場合の計画の更新はどのように

扱われますか? 

大幅な内容変更が必要な場合、更新作業が必要になります。ただし、今年度（説明会開催時点

の年度）は新規作成を優先しており、更新作業やその委託料（他自治体では委託料の半額など

の例がある）については今後の検討課題です。 

34 計画の修正 

個別避難計画の更新は年に 1 回の担

当者会議のようなものが必要ですか?

軽微な修正は日々の業務の中で気づ

けば良いですか? 

年に１回の担当者会議のような特別な形式は不要です。日々の業務の中で気づいた軽微な修正

で問題ありません。市としても計画は継続的に見直す必要があると考えており、作成者には定期的

に通知を出す仕組みも検討中です。 

35 作成事業所 

訪問看護事業所も計画作成の事業

所になっていますが、居宅介護支援事

業所などと重複する場合、対象者の振

り分けはどうなりますか? 

基本的には、対象者の心身の状況やサービス利用状況を考慮のうえ、どちらが作成するほうが良い

か、事業所間で調整していただきたいと考えています。市役所側でリストを分けるのではなく、重複し

ている対象者については「関係事業者で調整をお願いします」などの表示を考えています。 
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36 作成事業所 

個別避難計画の対象者が、ケアマネー

ジャーと訪問看護ステーションなど複数

の事業所を利用している場合、どちらの

事業所が主体となって計画を作成する

のでしょうか? 

複数の事業所が関わる対象者のリストは、それぞれの事業所に重複利用が分かるようにして送られ

ます。 

どちらの事業所が計画を作成するかは、あらかじめ市が指定するのではなく、各事業所間で調整し、

対象者の心身の状況やサービス利用状況を考慮のうえ、その方にとって効果的な計画作成ができる

事業所が作成してください。 

37 作成事業所 

複数の事業所（例:居宅介護支援

事業所と訪問看護事業所）が同じ対

象者に関わっている場合、どちらが計画

を作成するのですか? 

対象者リストには、複数の事業所が関わっている旨が記載されます。その場合、関わっている事業所

間で協議し、対象者の心身の状況やサービス利用状況を考慮のうえ、どちらが作成するか決めてく

ださい。委託料は１つの事業所にしか支払われないため、どちらか一方が作成することになります。 

38 計画の共有 

電子入力フォームはスマホやタブレット

で入力可能ですか?また、最終的な

共有は紙媒体のみですか? 

スマホやタブレットでの入力は可能です。最終的な共有は紙媒体となりますが、データでの共有も要

望されており、両方ある方が良いという意見も理解していることから今後検討させていただきます。 

39 その他 

以前、総合福祉課から委託を受けて

いましたが、調整会議のハードルが高く

進みませんでした。今回は調整会議が

「必要に応じて」とありますが、以前の委

託はもうなくなったと考えてよいですか? 

今回ご説明の内容が、今後の取り組みとなります。調整会議は必須ではなく、必要に応じて開催す

ればよいものとしています。本人や家族との聞き取りで計画が完成できるのであれば、無理に開催す

る必要はありません。 

40 その他 

延岡市の取り組みは県内でも進んでい

ると評価されていますが、今後どのように

進めていくのですか? 

まずは契約を結んで計画作成を進めていただきたいと考えています。一人でも多くの計画策定を進

めていきたいと考えています。 

41 その他 
今後、質問が生じた場合の連絡先や

対応について教えてください。 

ご質問等がある場合は、市災害支援課に電話等で問合せいただいたり、来訪いただければ説明を

行います。事業者全体への説明が必要な場合など、市が事業所まで出向いて説明することも可能

です。 
 


